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1 コーポレート・アイデンティティ・ブーム以降の近年は、コンサルタントを介して末端の従業員まで調査を行い、




上げられたことで、実践的に注目された （e.g., Peters & Waterman, 1982; Collins and Porras, 
1994）。その後、コーポレート・アイデンティティ・ブームや CSR 経営の高まりにおいて経
営理念の見直しが行われたこと（田中 , 2006; 横川 , 2010a）、国籍・文化の異なる社員同士を
つなぎ合わせる「グローバル接着剤」として国際経営で重視されたこと（Bartlett & Ghoshal, 














浅野 , 1984; 横川 , 2010a）。時代ごとの経営理念や経営精神の歴史的発達過程について、その
歴史的発達過程を掘り下げる経営理念史研究もここに含めることができるだろう（竹中・宮本 , 
1979; 土橋 , 2002）。第2に、先に取り上げた経営理念の諸機能を探求する研究である（北居・松田, 
2004; 横川 , 2010a）。第 3 は、経営理念の内容とその成果の関係を検証する研究である。個々
の企業が掲げている経営理念の内容を類型化し、企業業績との関係や人事施策など組織内実践















































































2 Hatch & Cunliffe（2013）は Kunda（1992）を、批判的ポストモダン・パースペクティブの研究として、組織文化
形成における特定権力の解体を行い、「経営者や上位者による管理は幻想であり、あきらめよ」と主張する研究と


















のである（山本 , 2009; 西村 , 2013）。
　但し、もう一つの取扱いは状況記述的な判断だけでなく、人的資源施策に対する従業員の受
け止め方や本人の価値判断の影響も含める（Nishi and Wright, 2008）。これは施策のもつ意味
を主観的にどのように解釈しているのか、従業員自身の価値観や目標、スキーマ等とどれくら
いフィットしているのかなども観測する取扱いである。例えば Bowen and Ostroff （2004）は
人的資源施策を、その施策意図や目的、求められる行為等、従業員が意味形成をするためのメッ




生じるとされる（Lewin, 1951）。よって、Bowen and Ostroff （2004）も、人的資源施策の発
するメッセージやシグナルを、従業員がその状況や立場においてどのように知覚するかで、施
策の効果は変わってくることを主張した。また、Nishii, Lepak & Schneider（2008）も、今度
は Heider（1958）の帰属理論（attribution theory）3 から、人的資源施策に対する従業員知覚
の重要性を説く。帰属理論は、身の回りの出来事や自己・他者の行動に関して知覚した情報か
ら、出来事や行動が生じた原因を自分なりに形成し、その主観的現実における意味帰属が、次




味形成し（sensemaking）、行動を選択するという前提だ （Weick, 1995） 。 
　以上のように、「知覚」の取扱いについては HRM 研究のなかでも分かれるものの、本研究
3 Heider（1958）を翻訳した大橋正夫氏によれば、Heider は、Kurt Lewin の 1936 年の研究書籍『Principles of 











い等を把握して、施策をより診断し改善していくこともできるのである（Boon, Den Hartog 
and Lepak, 2019）。
　このような従業員知覚の介在をモデルに導入したのは、Cornell 大学の P. Wright と L. 
Nishii （Nishii and Wright, 2008; Wright and Nishii, 2012）であった。彼らの人的資源施策
効果検証のモデルは、下図 2 のとおり、①意図された人的資源施策の内容（intended HR 
practices）、②実際に実施された人的資源施策の内容（actual HR practices）、③従業員に知覚
された人的資源施策（perceived HR practices）、④従業員の反応（employee reactions）、⑤



















（註） Wright & Nishii（2012）  p.101 と p.103 を参照。










































北居　明 （1999）「経営理念研究の新たな動向」『流通・経営科学論集』（大阪学院大学）, 第 24 巻第 4 号, pp. 
27-52。
北居　明・田中雅子 （2009）「理念の浸透方法と浸透度の定量的分析―定着化と内面化―」『経営教育研究』















織科学』第 18 巻第 2 号 , pp. 37-51。
西村孝史（2013） 「HRM―特集 テーマ別にみた労働統計―労使関係と職場のあり方―」『日本労働研究雑誌』
第 55 巻第 4 号 , pp. 46-49。
古沢昌之 （2008）『グローバル人的資源管理論―「規範的統合」と「制度的統合」による人材マネジメント―』
白桃書房。




西学院大学）, 第 37 号 , pp. 125-137。
横川雅人 （2010b）「現代日本企業における経営理念の機能と理念浸透策」『ビジネス & アカウンティング
レビュー』第 5 号 , pp. 219-236。
Bartlett, C. A. and Ghoshal, S. (1995) Transnational Management, Times Mirror Higher Education Group. （梅
津祐良訳 （1998）『MBA のグローバル経営』日本能率協会マネジメントセンター。）
Blair-Loy, M., Wharton, A. S. and Goodstein, J. (2011) “Exploring the relationship between mission 
statements and work-life practices in organizations”, Organization Studies, Vol. 32, pp.427-450.
Boon C., Den Hartog D. N., and Lepak D. P. (2019) “A systematic review of human resource management 
systems and their measurement”, Journal of Management, Vol. 20, No. 10, pp. 1-40.
Bowen, D. E. and Ostroff, C. (2004) “Understanding HRM-firm performance linkages: The role of the 
“strength” of The HRM system”, Academy of Management Review, Vol. 29, No. 2, pp. 203-221.
Collins, J. C. and Porras, J. I. (1994) Built to Last, Curtis Brown Ltd. （山崎洋一訳 （1994）『ビジョナリー・カ
ンパニー―時代を超える生存の法則―』日経 BP 出版センター。）
Hatch, M. J. and Cuncliffe, A. L. (2013) Organization Theory 3rd ed.: Modern, Symbolic, and Postmodern 
Perspectives, Oxford University Press. （大月博司・日野健太・山口善昭訳（2017）『Hatch 組織論―3
つのパースペクティブ―』，同文舘出版。）
Heider, F. (1958), The Psychology of Interpersonal Relations, John Wiley & Sons.（大橋正夫『対人関係の心理学』
誠信書房 , 1978 年）。
Kunda, G. (1992) Engineering Culture: Control and Commitment in a High-Tech Corporation, Temple 
University Press. （樫村志保 訳・金井壽宏 監修『洗脳するマネジメント―企業文化を操作せよ―』，
2005 年，日経 BP 社）。
Lewin, K. (1951) Field Theory in Social Science, Harper & Row. （猪股佐登留 訳『社会科学における場の理論』，
1979 年，誠信書房）。
Nishii, L. H., Lepak, D. P., and Schneider, B. (2008) “Employee attributions of the “why” of HR practices: 
their effects on employee attitudes and behaviors, and customer satisfaction, Personnel Psychology, 
Vol. 61(3), pp.503-545.
Nishii, L. H. and Wright, P. M. (2008) “Variability within organizations: Implications for strategic human 
resources management”, Brent Smith, D. edited The People Make the Place: Dynamic Linkages Between 
Individuals and Organizations, Psychology Press.
Peters, T. J. and Waterman, R. H. Jr. (1982) In Search of Excellence, Harper and Row. （大前研一訳 （1983）『エ
クセレント・カンパニー』講談社。）




Schein, E. H. (2010) Organizational Culture and Leadership, 4th ed., John Wiley and Sons, Inc. （梅津祐良・横山
哲夫訳 （2012）『組織文化とリーダーシップ』白桃書房。）
Schneider, B. (1987) “The people make the place”, Personnel Psychology, Vol. 40, pp. 437-454.
Schneider, B. (2012) “The people still make the place”, In D. Brent Smith (ed). The People Make the Place: 
Dynamic Linkages Between Individuals and Organizations, Taylor & Francis.
Swidler, A. (1986) “Culture in action: Symbols and Strategies,” American Sociological Review, Vol. 51, No. 2, 
pp. 273-286.
Wang, Y. (2009) “Examination on philosophy-based management of contemporary Japanese corporations: 
Philosophy, value, orientation and performance”, Journal of Business Ethics, Vol. 85, pp. 1-12.
Weick, K. E. (1995) Sensemaking in Organizations, Thousand Oaks: Saga. （遠田雄志，西本直人訳 （2001）『セ
ンスメーキングインオーガニゼーションズ』文眞堂。）
Wright, P. M. and Nishii, L. H. (2012) “Strategic HRM and organizational behavior: Integrating multiple 
levels of analysis”, Paauwe, J., Guest, D. E. and Wright, P. M. (eds.), HRM & Performance: Achievements 
& Challenges, John Wiley & Sons, pp. 97-110.
